
義務教育指導課

教育指導担当

6783

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

A2
小中学校等教育課程研究事業 教育費 教育課程推進費

宣言項目 06 次代を担う人財育成

分野施策 030620 確かな学力と自立する力の育成

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 △3,872 △3,872 2,884

現計額 6,756 6,756

令和 2年度予算見積調書(9月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

教育総
務費

教育連絡調整
費

事 業
期 間

平成15年度～ 根 拠
法 令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第48条

　新学習指導要領等における新教育課程の円滑かつ適切
な編成・実施に資することを目的とし事業展開を図る。
（１）小中学校等教育課程説明・協議会
      会議運営方式の見直しに伴う減額 △3,022千円
（２）小中学校等指導助言者研修会　　
  　　会議運営方式の見直しに伴う減額　 △850千円

（１）事業内容
 　 ア　小中学校等教育課程説明・協議会　　　5,836千円
　　　  新学習指導要領の趣旨及び内容の周知徹底、新教育課程の円滑な実施のため、説明会を開催する。
    イ　小中学校等指導助言者研修会　　　　　　920千円

（２）事業計画
　  ア　小中学校等教育課程説明・協議会の実施
　　 　 新学習指導要領の趣旨及び内容を周知徹底し、新教育課程の円滑な実施を図るとともに、教員の指導力及び学校
　　　の教育力の向上を図る。
　  イ　小中学校等指導助言者研修会の実施
　　 　 地区研究協議会の指導助言者に対する研修会を実施し、新学習指導要領の趣旨や本県の指導の重点・努力点の
　　　内容を周知徹底する。
（３）補正予算の概要
　　ア　小中学校等教育課程説明・協議会　会議運営方式の見直しに伴う減額
　　イ　小中学校等指導助言者研修会　　　会議運営方式の見直しに伴う減額　

　(県10/10）

　9,500千円×0.4人＝3,800千円

補正後の
予算額

― 教育局 A2 ―
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